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抄録
本研究では地域包括支援センターを研究対象機関とし、そこに勤務する介護支援専門員を対象に支
援している要介護（要支援）高齢者の権利擁護の実態と介護支援専門員の成年後見制度や市民後見人
の利用実態や制度活用に対する考え方を解析し、成年後見制度が地域包括ケアシステムの一翼を担う
ための課題と展望について提言することにある。
成年後見制度等の利用支援を積極的に行う職員もいる一方、制度利用に消極的な介護支援専門員が
いることが判明した。その要因のひとつは忙し過ぎるということであるが、制度の理解が十分でない
ことや制度を利用する際の手続き等が難しいと感じていることと相関があり、忙しさと制度理解不足
も関連していることが判明した。
市民後見の導入も急務であるが、同時に成年後見制度の利用につなげていく要である地域包括支援
センターの職員の制度に関する理解の促進のための研修と支援につなげるための連携体制の整備もこ
れからの課題である。
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Ⅰ．研究の背景
日本は、諸外国に例をみないスピードで超高
齢社会に突入し、現在 65 歳以上の人口は、国
民の約４人に１人にまで達している。2042 年
の約 3,900 万人でピークを迎え、その後も、75
歳以上の人口割合は増加し続けることが予測さ
れている。
このような状況の中、団塊の世代が後期高齢
者となる 2025 年以降は、国民の医療や介護の
需要が、さらに増加することが見込まれる。そ
のため、2025 年を目途に、高齢者の尊厳の保
持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限
り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生
の最期まで続けることができるような仕組みと
して、厚生労働省は地域包括ケアシステムの構
築を推進している。
この制度を補完するためにも、認知症高齢者
をはじめとする、判断能力が十分でない人たち
の自立した地域生活を支援する成年後見制度
が、これからさらに重要な役割を果たすと考え
られる。
2006 年の介護保険法の改正では成年後見制
度利用支援事業が地域支援事業の任意事業とし
て実施されるようになった。また 2011 年度か
らは、市民後見推進事業が実施されるように
なった。これは、認知症高齢者や一人暮らし高
齢者の増加に伴う成年後見制度の需要の増大に
対応するため、弁護士などの専門職のみでなく、
市民を含めた後見人も後見等の業務を担えるよ
う、市町村が市民後見人を確保できる体制を整
備・強化し、地域での市民後見人の活動を推進
するものである。このころから、成年後見制度
の更なる利用の便宜性を図るために、市民後見
人の養成に向けて行政が取り組むこととなるの
である。さらに、2012 年の改正老人福祉法に
おいては、「市町村が後見等の業務を適正に行
うことのできる人材の活用や育成を図るための
整備をすること」として努力義務規定を設けた。
2014 年には市民後見推進事業が予算措置化さ
れ、市町村が、市民後見人の養成のための研修
や市民後見人の活動を安定的に実施するための
組織体制の構築、市民後見人の適切な活動のた
めの支援のモデル事業を実施する際の補助を予
算化し、市民後見人の養成をさらに推進させて
いる。
筆者はＩ市で 2012 年度から市民後見人推進
検討会の会長として市民後見人をＩ市に導入す
るための審議を重ね、Ｉ市はＳ県で最初に市民
後見人を養成することとなり、それ以降毎年市
民後見人養成研修を行い、市民後見人養成に積
極的に取り組んでいる。
成年後見制度の利用推進に向けて、2015 年
度は認知症施策推進５か年計画（オレンジプラ
ン）新オレンジプランにおいて、すべての市町
村で市民後見人の育成・支援組織の体制整備を
図ることが将来的な目標として位置づけられ
た。
この様な施策としての成年後見制度の積極的
推進に比較して、住民レベルでの理解はあまり
深まっていない。
地域包括ケアシステムの構築に向けて成年
後見制度は重要な役割を果たすと考えられる
が、高齢者の権利擁護の実態調査は毎年、全国
1741 市町村及び 47 都道府県で行われているが、
あくまでも、相談・通報があった事例を基にす
る実態調査に留まっている。その地域ならでは
の問題解明に各自治体が取り組んでいるとは言
い難い状況がある。
国の施策に添って、市民後見人を育成するに
しても、まずその準備として、地域における高
齢者をはじめとする支援を必要としている人た
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ちの実態把握や、相談支援のかなめとなる地域
包括支援センターの成年後見制度についての理
解等について解析も必要であると思われる。
本研究は成年後見制度の利用促進事業や市民
後見人の育成にまだ取り組んでいないＨ市（Ｓ
県においては標準的な取り組み状態だと認識し
ているため）の地域包括支援センターの介護支
援専門員を対象とする。対象者が担当するケー
スにおいて、成年後見制度の活用のニーズの把
握や、介護支援専門員の成年後見制度等の利用
についての考えについて調査する。その上で、
成年後見制度が地域包括ケアシステムの一翼を担え
る制度となるための課題等を抽出し、制度利用
を勧めるための提言をすることを目的とする。
Ⅱ．先行研究
１．成年後見制度の実施状況について
2000 年に認知症、知的障害、精神障害など
物事を判断する能力が十分ではない方の権利を
守るために、本人を法律的に支援する成年後見
制度が制定された。
成年後見関係事件の概況（平成 26 年１月～
12 月）1）によると、成年後見制度（成年後見・
保佐・補助・任意後見）の利用者数は合計で
184,670 人、対前年比約 4.6％の増加となってい
る。そのうち、 成年後見の利用者数は 149,021
人、前年比約 3.7％の増加、 保佐の利用者数は
25,189 人で、対前年比約 10.0％の増加、補助の
利用者数は 8,341 人で、対前年比約 4.1％の増
加となり、すべての種類において増加してい
る。 任意後見の利用者数は 2,119 人で対前年比
約 6.0％の増加である。法定後見の利用に比べ
ると任意後見の利用はまだ低い状態である。
制度利用のための申立人については、本人
の子が最も多く全体の約 32.1％を占め、次いで
市区町村長が 16.4％となり、本人の兄弟姉妹が
13.5% となっている。　
市区町村長が申し立てたものは 5,592 件で、
対前年比約 10.8％増となり、年々増加している。
主な申立ての動機としては、預貯金等の管理・
解約が最も多く、次いで介護保険契約（施設入
所等のため）となっている。
成年後見人等（成年後見人、保佐人及び補助
人）と本人との関係をみると、配偶者、親、子、
兄弟姉妹及びその他親族が成年後見人等に選任
されたものが全体の約 35.0％となり、前年の約
42.2％に比べ 7.2 ポイントも減少している。そ
れに比して親族以外の第三者が成年後見人等に
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図１　成年後見制度の利用者数の推移
　　　（出典：最高裁判所事務総局家庭局）
図2　主な申立の動機別件数
　　　（出典：最高裁判所事務総局家庭局）
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選任されたもの（第三者後見人等）が増加し、
全体の約 65.0％を占め、前年の約 57.8％に比べ
7.2 ポイント増加している。第三者後見人等は
年々増加し、親族後見人の比率よりもはるかに
高くなっている。その内訳は弁護士が 6,961 件、
司法書士が 8,716 件、社会福祉士が 3,380 件と
なっている。
成年後見関係事件の概況は、毎年最高裁判所
事務総局家庭局が発表しているが、この報告に
あるように、成年後見制度等の利用は年々増加
傾向にあり、特に第三者後見人等の割合が高く、
特に弁護士、司法書士、社会福祉士という専門
職後見人等が著しく増えている。市民後見人の
養成の背景には、専門職後見人ではこの増加率
を補うことができない現状にあることや、成年
後見活動の内容が、専門職でなくてもできる内
容も多く含まれていることもある。特に市民後
見人が活躍する例としては、紛争性のない安定
した案件が対象になると思われている。
認知症になっても地域で暮らしていくために
はこれらの権利擁護の制度を利用することが必
須になってくるが、この制度の円滑な運用もこ
れからの課題である。
２．Ｓ県における成年後見制度や市民後見人活
　　用の実態
Ｓ県社会福祉協議会は、新潟県社会福祉協議
会が 2013 年に実施した「成年後見制度に関す
る実態把握調査」をモデルに、2014 年度、Ｓ
県内の社会福祉施設・事業所等 3459 か所に「社
会福祉施設・事業所等における成年後見制度の
活用に対するニーズ把握」調査を実施した。筆
者はその研究分担者として、調査の助言・指導
と結果分析にかかわった。
回答率は 50.6％であった。権利擁護が必要な
人の実数がこれまで把握していたよりさらい多
いことが判明した。成年後見制度等の権利擁護
が必要な「要支援者」は県内で 22427 人以上お
り、支援を要する内容としては法律行為 17830
人（79.5％）、虐待被害等 1201 人（5.4％）、財
産管理 1830 人（8.2％）、その他 1566 人（7.0％）
であった。要支援者の主要な障害種類は認知症
（疑われるものを含む）11.423 人（50.9％）、知
的障害（疑われるものを含む）5599 人（25.0％）、
精神障害（疑われるものを含む）1235 人（5.5％）
であった。
障害者分野の施設では成年後見のニーズが低
く出る傾向があり、高齢者分野の施設が成年後
見のニーズが有意に高かった。つまり障害者分
図3　成年後見人等と本人の関係別件数（出典：最高裁判所事務総局家庭局）
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野の施設の方が成年後見の要支援者が少ないと
答えていた。これは自由記述の内容から考える
と、障害者分野では親が扶養的対応をしており、
支援員の成年後見制度についての理解が進んで
いないと推測された。例えば、記述例として「親
がいるので、成年後見制度の必要性を感じない」
「プライベートなことなのでかかわり難い」、「制
度にかかわることがないため、よくわからない」
という回答等があった。
Ｓ県は成年後見制度推進事業を行い、市民後
見養成のための講座も 2015 年度に実施してい
るが、現在県内で市民後見人を養成している市
町村はまだ少ない。
３．地域包括ケアシステムと地域包括支援セン
　　ターについて
地域包括ケアシステムを明確に定義したのは
2008 年の老人保健増進等事業による「地域包
括ケア研究会」報告においてである。地域包括
ケアシステムとは「高齢者の尊厳の保持と自立
生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣
れた地域で生活を継続することができるような
包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指
し、５つつの構成要素からなる。「介護」「医療、
「予防」という専門的なサービスと、その前提
としての「住まい」と「生活支援・福祉サービ
ス」が相互に関係し、連携しながら在宅の生活
を支える。
地域包括支援事業の実態調査報告書 3）によ
ると、１センター当たりの職員の配置人数は、
｢３人以上～６人未満（43.8%）｣ が最も多く、次
いで ｢６人以上～９人未満（26.3%）｣、｢９人以
上～ 12 人未満（12.4%）｣、｢12 人以上（11.8%）｣、
｢3 人未満（5.6%）｣ の順であった。
地域包括支援センターが抱える課題は、｢業
務量が過大（24.7%）｣ が最も多く、次いで ｢業
務量に対する職員数の不足（21.5%）｣、｢職員の
力量不足（16.2%）｣、｢専門職の確保（15.6%）｣、
｢関係機関との連携が十分でない（13.2%）｣、｢職
員の入れ替わりの早さ（6.6%）｣ の順であった。
「職員の力量不足」の場合の業務内容は、｢地
域におけるネットワークの構築に関わる業務
（25.7%）｣ が最も多く、次いで ｢権利擁護に関
わる業務（22.1%）｣、｢包括的・継続的ケアマネ
ジメント事業に関わる業務（17.7%）｣、｢総合相
談支援に関わる業務（16.7%）｣、｢指定介護予防
支援に関わる業務（要支援対象者）（8.1%）｣、｢介
護予防ケアマネジメントに関わる業務（二次予
防対象者）（8.0%）｣ の順であった。
地域包括支援センターの職員の忙しさや、力
量不足がこれからの課題になると思われる。
Ⅲ．研究目的
本研究は地域包括支援センターに勤務する介
護支援専門員を対象とする。介護支援専門員が
支援している要介護（要支援）高齢者の成年後
見制度等の利用のニーズの把握と介護支援専門
員の成年後見制度等の制度活用に対する考え方
を解析し、成年後見制度が地域包括ケアシステ
ムの一翼を担うための課題と展望について提言
することにある。
Ⅳ．研究方法
１．対象
Ｈ市の地域包括支援センター（全 26 機関）
の介護支援専門員
２．調査方法　
Ｈ市の地域包括支援センターの全数調査を行
う。機関の管理者に調査協力依頼書を郵送し、
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所属する介護支援専門員へは調査協力依頼書と
調査票、個別に封のできる封筒と切手の貼った
返信用の封筒を郵送する。各機関により職員数
は異なるため５部ずつ送付する。
３．調査項目
①対象者の属性（年齢、性別、機関おける経験
年数、現在の機関に勤務する前の福祉経験年
数、取得資格、勤務地区）
②認知症高齢者が生活するうえで抱える困難性
や権利擁護の必要性について、担当している
ケースについて、どれくらいの頻度で発生い
しているのか（「全くない」から「よくある」
の５件法と６「情報がない、分からない」の
６項目で質問をした（家族の方との同居の人
と、一人暮らしの人で質問項目を分けた）。
③成年後見制度等についての介護支援専門員の
考えを「全く当てはまらない」から「大変よ
くあてはまる」の５件法で質問した。
４．調査期間
2015 年 1 月 10 日から 1 月 31 日
５．倫理的配慮
①機関の管理者と介護支援専門員に対し、調査
票の回答は自由意志であり、回答しないこと
による不利益はないことを説明した調査協力
書を同封する。
②調査の同意は調査票の返信をもって得られた
ものとする。
本研究は聖隷クリストファー大学倫理審査委
員会の承認を得ている。
Ⅴ．結果
回答事業者数 17 施設（回収率 68%）
回答数 60 名
１．属性
１）性別：男性７名（11.7％）
　　　　　女性 53 名（88.3%）
２）年齢：平均値 46.1、SD 9.75（n=58）
３）福祉経験年数：
　　　　　平均値 10.0、SD 6.48（n=55）　　
４）現在の職場での経験年数：
　　　　　平均値 3.6、SD 2.83（n=60）
５）取得資格　
社会福祉士や介護福祉士の取得者が看護師や
保健師よりも割合が高い。主任介護支援専門員
は 20 人で 3 分の 1 を占める。
２．家族と同居の認知症高齢者の成年後見制度
　　の必要性について
図４に示すように、「よくある」「少しある」
をあるとして分析した。成年後見制度の利用
に関して、29.1% の家族が利用したがらなく、
41.4% の家族が家族間で意見が異なる。しかし、
制度に関する関心はあるようで、家族が制度の
説明を求めるのも 47.4% に及んでいる。
虐待に関しては身体的虐待、29.3%。ネグレ
クト、26.3% となっている。「家族が本人預金
や年金を本人以外のために利用する」のは 50%
となっている。「本人より家族の意向が強い支
援になる」は 66.7% となっている。
表1　介護支援専門員の取得資格（複数回答）
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３．一人暮らしの認知症高齢者の成年後見制度
　　の必要性について
図 5 に示すように、近隣の支えでどうにか一
人暮らしを継続できている人が 72.4% にも及ん
でいる。一方で身近に相談できる人がいないも
67.8% もいる。
「通帳、印鑑、現金の管理がむつかしくなっ
ている」ことが「よくある」人が 40.7% に及び、
「少しある」人を含めると 84.8% にも及ぶ。
「通帳、印鑑、現金の度々紛失する」ひとも
「少しある」を含めると 71.1% となっている。「リ
フォーム詐欺等の消費者被害にあったことがあ
る」も「少しある」を含めると 42.4% にもなっ
ている。
横尾惠美子：成年後見制度が地域包括ケアシステムの一翼を担うための課題と展望
～Ｈ市における地域包括支援センターの調査を基に～
図4　家族と同居の認知症高齢者の制度の利用必要性
図5　一人暮らしの認知症高齢者の制度の利用必要性
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４．利用者の実態と成年後見制度等の説明
家族と同居や一人暮らしの認知症高齢者に対
する支援の中で、介護支援専門員がどのような
時に「成年後見制度」や「日常生活自立支援制
度」の制度説明に至るかの相関を調べた。表２
に示すように、①～⑦の事柄（表２の中に①～
⑦の事柄については記載している）について、
相関が見られた。日常生活自立支援事業と成年
後見制度の説明は強い相関が有り、相関係数（r）
=.727、P<.01 である。日常生活自立支援事業
の説明時に「成年制度の利用について家族間で
意見が異なる」は r=. 666、ｐ <.01 と強い相関
が有り、同様に成年後見制度の説明時は r=. 606、
p<. 01 である。「身体的虐待を受けているかそ
の疑いがある」や「年金等を本人以外のために
使っている」も、r=. 5、p<.01 の強めの相関が
みられた。
5．成年後見制度に対する意識
介護支援専門員の中には、支援にあたって「成
年後見制度の利用支援まで手が回らない」、「成
年後見制度の利用より地域の支えあいの方が重
要である」「成年後見制度を利用しなくとも家
族の支援で足りる」という成年後見制度等の利
用支援にあまり積極的でない介護支援専門員が
いた。そのため、そのような考え方をしている
人たちの傾向を分析した。表５に示すように、
それらの内容を①～⑩で示し、表の下にその質
問項目を表示している。
上記の３項目に共通して相関があるのは⑥の
「後見人をつけるほどの財産があるケースが少な
い」⑨の「財産管理が難しくなっていると感じ
ても、プライバシーなので介入しない」であった。
「成年後見制度の利用支援まで手が回らない」
という項目に関しては⑩「市民後見人について
の普及・啓発活動をもっとやってほしい」の
r=.470、P<.01、⑦「成年後見制度の内容がわ
かり難い」の r=.409　p<.01、⑤「行政が成年
後見制度等の普及・啓発活動をもっとすべきで
ある」の r=.404、p<.01 と相関がみられた。
「成年後見制度の利用より地域の支えあいの
方が重要である」項目に関しては④「成年後見
制度を利用するより家族に任せた方が良い」の
r=.400、p<.01、⑨「財産管理が難しくなって
いると感じても、プライバシーなので介入しな
い」の r=.385、p<.01 と相関がみられた。
「成年後見制度を利用しなくとも家族の支援
で足りる」の項目に関しては④「成年後見制
度を利用するより家族に任せた方が良い」の
r=.389、p<.01 となり。それぞれ r=.38 以上の
表２　利用者の実態と成年後見制度等の説明の相関
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相関がみられた。
Ⅵ．考察
同居や一人暮らしかかわらず、成年後見制度
等の利用が必要であるケースが多く存在するこ
とが判明した。同居の場合には、身体的虐待や
ネグレクト、経済的虐待（本人の年金を本人以
外ために使用する）の危険性が高いことが判明
した。年金の家族の流用については具体的には
調査項目として挙げていないために、詳細は本
研究では追及できていないが経済的虐待も含ま
れると考えられる。これらのことから、成年後
見制度等の利用に加えて、虐待に対する早期発
見や支援の視点が介護支援専門員に必要とされ
ることが示唆された。
一人暮らし高齢者等においては、地域の人に
支えられながら暮らしが継続できているという
ケースも多い一方で、身近に相談のできる人が
いないという割合も高くなっている。
通帳や印鑑を紛失したり、管理が難しくな
るっているケースも多いことなどから日常生活
自立支援事業のサービス利用支援も必要である。
　成年後見制度等の利用支援を積極的に行う職
員もいる一方、制度利用に消極な介護支援専門
員がいることが判明した。その要因のひとつは
忙し過ぎるということであるが、制度の理解が
十分でないことや制度を利用する際の手続き等
が難しいと感じていることと相関があり、忙し
さと制度理解不足も関連していることが判明し
た。また、行政に市民後見人や成年後見制度等
の普及・啓発活動を積極的にやってほしいとい
う要望もあることから、全く制度利用の必要性
を感じていないわけではないと考えられる。
介護支援専門員自身が高齢者の支援を地域や
家族に任せるべきとの意識も根強い。この背景
横尾惠美子：成年後見制度が地域包括ケアシステムの一翼を担うための課題と展望
～Ｈ市における地域包括支援センターの調査を基に～
表3　制度を積極的には進めない主要な意識の相関
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にはあくまでも財産的な問題等に関しては家族
に任せるということと、財産管理まで介護支援
専門員のかかわるべきことがどうかという迷い
もあるように感じる。プライバシーをどこまで
担保するのかも重要な視点となっている。
地域包括ケアシステムを運営するにあたり、
介護支援専門員はその要となる。2015 年度の
介護保険制度の改正では、地域包括支援セン
ターの機能強化も図られるようになった。介護
支援専門員はこれから、介護保険サービスを利
用して要介護（要支援）高齢者の支援を実施す
るだけではなく、地域包括ケアシステムの中で、
地域住民を含めた地域生活の課題や地域の新た
な創造、社会資源開発も視野に入れた包括的な
専門職者としての実践活動が求められてくる。
介護支援専門員には、権利擁護のための高齢
者虐待や成年後見制度利用の理解と制度活用の
仕方等の支援を深めるための知識が必要となっ
てくる。併せて、地域包括ケアシステムを機能
させるための専門職者としての役割を積極的に
担っていく必要があり、そのための教育・研修
が求められている。
市民後見人の導入も急務であるが、同時に成
年後見制度の利用につなげていく要である地域
包括支援センターの職員の制度に関する理解の
促進のための研修と支援につなげるための連携
体制の整備もこれからの課題である。
Ⅶ．本研究の限界
本研究は、Ｈ市の地域包括支援センターの介
護支援専門員が担当する認知症高齢者のケース
で、生活の困難性や権利擁護の必要性が、どれ
くらいの頻度で発生しているのかを質問したも
のである。そのために、Ｈ市の認知症高齢者の
実態把握には至っていない。
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